
社会福祉法人同仁会特定個人情報取扱規則

第一章　総　則

  （趣旨）

第１条　この規則は、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

　法律」（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）及び「特定個人情報の適正な

　取扱いに関するガイドライン（事業者編）」（以下「ガイドライン」という。）に基づき、

　社会福祉法人同仁会（以下「当法人」という。）における特定個人情報等の適正な取扱い及

　び利用者に係る通知カード又は個人番号カードの保管に関し、必要な事項をを定める。

　（定義）

第２条　この規則で使用する用語の定義は、番号法及びガイドラインに基づき、次のとおりと

　する。

  (1) 「個人番号」とは、番号法第７条第１項又は第２項の規定により、住民票コードを変換

　　して得られる番号であって、当該住民票コードが記載された住民票に係る者を識別するた

　　めに指定されるものをいう。

　(2) 「特定個人情報」とは、個人番号（個人番号に対応し、当該個人番号に代わって用いら

    れる番号、記号その他の符号であって、住民票コード以外のものを含む。番号法第７条第

　　１項及び第２項、第８条並びに第67条並びに附則第３条第１項から第３項まで及び第５項

　　を除く。）をその内容に含む個人情報をいう。

　(3) 「特定個人情報ファイル」とは、個人番号をその内容に含む個人情報を容易に検索する

　　ことができるように体系的に構成したものをいう。

  (4) 「特定個人情報関係業務」とは、番号法第９条第３項の規定に基づき個人番号利用事務

　　に関して行われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。

　(5) 「本人確認」とは、個人情報関係事務において個人番号を収集する際に、その真正性を

　　確認するために行う番号確認及び身元確認をいう。

　(6) 「個人番号関係事務責任者」とは、個人番号関係事務の責任者をいう。

　(7) 「個人番号関係事務実施者」とは、個人番号関係事務を処理する者をいう。

　(8) 「利用者個人番号管理責任者」とは、利用者に係る個人番号を管理する責任者をいう。

　(9) 「利用者個人番号管理実施者」とは、利用者に係る個人番号を管理する者をいう。

  (10)「役職員」とは、本法人の組織内において直接または間接に当法人の指揮監督を受け、

　　当法人の業務に従事する者をいい、雇用関係にある職員に限らず、本法人と雇用関係の

　　ない者（理事、監事、評議員等）を含む。

  （法令等の順守）

第３条　役職員は、番号法及び個人情報の保護に関する法律その他の法令等を遵守しなければ

　ならない。

　（取扱事務の範囲）

第４条　当法人が個人情報を利用する事務は、次のとおりとする。

　(1) 役職員とその扶養家族に対する個人番号関係事務

    (ｱ) 給与所得、退職所得に係る源泉徴収票作成および所轄機関への提出事務

    (ｲ) 雇用保険に係る届出事務

    (ｳ) 健康保険、厚生年金保険届出事務

    (ｴ) 労働者災害補償保険法に係る届出事務



　　(ｵ) 退職給付金に係る独立行政法人福祉医療機構への届出事務

    (ｶ) 財産形成住宅貯蓄、財産形成年金貯蓄に関する申告書、届出及び申込書作成事務

　(2) 配偶者に対する個人番号関係事務

    (ｱ) 国民年金の第３号被保険者に係る届出事務

  (3) 役職員以外の報酬・料金等の支払に係る個人番号関係事務

    (ｱ) 報酬等の支払調書作成及び所轄機関への提出事務

    (ｲ) 不動産の使用料等の支払調書作成及び所轄機関への提出事務

　(4) 利用者に係る個人番号関係事務

    (ｱ) 児童手当の申請、届出事務

　（取扱う特定個人情報の範囲）

第５条  当法人において取扱う特定個人情報は以下のとおりとする。　

　(1) 電磁的記録等に保存された個人番号を含む個人情報

　(2) 第16条に規定する個人番号が記載された報告書等

　(3) 前条に規定する事務の範囲で作成した法定調書及び届出書

　(4) 利用者に係る通知カード又は個人番号カード

第二章　安全管理措置

  （組織体制）

第６条　特定個人情報を取り扱う職員は、次のとおりとする。

　(1) 個人番号関係事務責任者は、社会福祉法人同仁会組織及び管理規則（以下「組織及び管

　　理規則」という。）第11条第２項に規定する事務長とする。ただし、内原及びつくば同仁

　　会子どもセンターの所管に係る紙媒体の特定個人情報に関しては、組織及び管理規則第５

　　条第２項に規定するセンター長とする。

　(2) 個人番号関係事務実施者は、組織及び管理規則第11条第１項に規定する法人事務局の事

　　務職員とする。

　(3) 利用者個人番号管理責任者は、当該施設の施設長とする。

　(4) 利用者個人番号管理実施者は、当該施設の施設長又は施設長が指定した者とする。

　(5) 個人番号関係事務責任者、個人番号関係事務実施者、利用者個人番号管理責任者及び利

　　用者個人番号管理実施者は、特定個人情報の取扱いに関する誓約書（様式第１号）を理事

　　長に提出するとともに、常に特定個人情報保護に十分な注意を払ってその業務を遂行しな

　　ければならない。

　（守秘義務）

第７条　前条に規定する者は、在職中はもとより離職後といえども、特定個人情報に関する内

　容を第三者に漏らしてはならない。

　（個人番号関係事務責任者の役割）

第８条　個人番号関係事務責任者は、特定個人情報が本規則の定めに従い適正に取り扱われる

　よう、個人番号関係事務実施者に対し、必要かつ適切な教育及び監督を行い、遵守状況につ

　いても随時確認を行うものとする。

　（個人番号関係事務実施者の責務）

第９条　個人番号関係事務実施者は、第16条から第21条に規定した特定個人情報の取り扱いに

　係る事務を行う。

　（利用者個人番号管理責任者の役割）

第10条　利用者個人番号管理責任者は、利用者に係る通知カード又は個人番号カードが適正に



　保管されるよう、利用者個人番号管理実施者に対し、必要かつ適切な教育及び監督を行い、

　遵守状況についても随時確認を行うものとする。

　（利用者個人番号管理実施者の責務）

第11条　利用者個人番号管理実施者は、利用者に係る通知カード又は個人番号カードを適正に

　保管するとともに、児童手当請求等事務のために個人番号関係事務実施者に特定個人情報を

　提示するものとする。

　（苦情や相談等の対応）

第12条　特定個人情報の取り扱いに関し、関係者からの相談に応じるための窓口を置く。

２　相談に応じる職員は、次のとおりとする。

　(1) 特定個人情報関係業務に関しては、事務長とする。

　(2) 利用者に係る通知カード又は個人番号カードの受取及び保管に関しては、当該施設長と

　　する。

  （情報漏えい対応）

第13条　情報漏えい等の事案の発生又は兆候を把握した場合は、個人番号関係事務実施者は個

　人番号関係事務責任者に、利用者個人番号管理実施者は利用者個人番号管理責任者にすみや

　かに連絡をするものとする。

２　前項において連絡を受けた個人番号関係事務責任者及び利用者個人番号管理責任者は、社

　会福祉法人同仁会理事長にすみやかに報告するものとする。

　（電磁的データの管理）

第14条　特定個人情報を電磁的保存する機器は、常時個人番号関係事務実施者が勤務する部屋

　又は常時施錠している部屋に置くものとする。

２　特定個人情報を電磁的保存する機器から特定個人情報を他の媒体により持ち出すことは禁

　止する。

３　特定個人情報は、個人番号関係事務責任者及び個人番号関係事務実施者以外の者が参照で

　きないように、複数のID及びパスワード認証を設定する。

４　個人番号関係事務責任者及び個人番号関係事務実施者が特定個人情報にアクセスした場合

　は、それを記録しなければならない。

　（電磁的データ以外の書類及び利用者の通知カードの管理）

第15条　電磁的データ以外の特定個人情報書類は、人の往来の少ない部屋において、施錠でき

　る耐火保管庫において管理するものとする。

２　前項に規定する耐火保管庫は、特定個人情報並びに利用者の通知カード又は個人番号カー

　ド専用とする。

第三章　個人番号関係事務特定個人情報の取扱

　（特定個人情報取得の取扱）

第16条　当法人は、特定個人情報の取得を以下のとおり行うこととする。

　(1) 個人番号関係事務実施者は、個人番号を含む特定個人情報の取得に際して、取得する対

    象者に対して特定個人情報の利用目的を提示し、許諾を得なければならない。

　(2) 特定個人情報の取得は、個人番号提供依頼書（様式第２号の１～第２号の３）をもって

　　行なわなければならない。

　(3) 特定個人情報の取得に際には、個人番号取得時の個人番号と身元の確認書類チェックシ

　　ート（様式第３号）により本人確認を行わなければならない。

　（特定個人情報利用の取扱）



第17条　特定個人情報は、第４条で規定する取扱事務の範囲においてのみ利用することができ

　る。

２　人の生命、身体又は財産の保護のために必要な場合を除き、本人の同意があった場合であ

　っても、利用目的を超えて特定個人情報を利用してはならないものとする。

　（特定個人情報保存の取扱）

第18条　本法人は、特定個人情報の保存を次のとおり行うこととする。

　(1) 取得した役職員に係る特定個人情報は、電磁的記録として保存するものとする。

　(2) 前号に規定する特定個人情報以外の特定個人情報は、紙媒体記録として保存するものと

　　する。

　(3) 取得の際に提出された個人番号報告書及び本人確認書類は、個人番号関係事務実施者が

　　金庫等の耐火構造の保管庫により保存しなければならない。

　(4) 保存期間が定められた法定調書等は、個人番号関係事務実施者が金庫等の耐火構造の保

　　管庫により保存しなければならない。

　（特定個人情報提供の取扱）

第19条　個人番号関係事務実施者は、関係法令により必要な場合のみ、特定個人情報を所轄機

　関へ提供することができる。

　（削除･廃棄の取扱）

第20条　本規則で定めた利用範囲の必要がなくなったとき並びに保存期間を経過した特定個人

　情報及び特定個人情報が記載された書類はすみやかに廃棄しなければならない。ただし、特

　定個人情報が記載された書類については、個人番号を黒塗り等で判別できないようにした場

　合は、引き続き保存することができる。

２　電磁的に保存された特定個人情報は、個別に規定する削除手順によって削除しなければな

　らない。

３　紙媒体の書類は、シュレッダー又は溶解処理により廃棄しなければならない。

　（記録）

第21条　個人番号関係事務実施者は、特定個人情報を取得、保存、提供及び廃棄を行ったこと

　を記録し、個人番号関係事務責任者は、それらの記録の状況を確認しなければならない。

２　電磁的データ以外の記録は、特定個人情報取扱記録簿（様式第４号）により記録しなけれ

　ばならない。

第四章　利用者に係る通知カード又は個人カードの取扱

　（利用者に係る通知カード又は個人番号カードの取扱）

第22条　利用者個人番号管理実施者は、利用者に係る郵送され又は入所に伴い持参された通知

　カード又は個人番号カードを金庫等の耐火構造の保管庫により保存しなければならない。

２　利用者個人番号管理実施者は、個人番号関係事務実施者が当該児童に係る児童手当の申請

　又は届出のために通知カード又は個人番号カードの提示依頼があったときは、すみやかに提

　示するものとする。

３　利用者個人番号管理実施者は、利用者に係る通知カード又は個人番号カードを受け取った

　ときは、管理台帳（様式第５号）を作成し、受理用の状況、個人番号関係事務実施者への提

　示及び利用者の退所に伴う引き渡しを利用者特定個人情報取扱記録簿（様式第６号）により

　記録しなければならない。

４　利用者個人番号管理責任者は、受領、保存、提示、引渡及びそれらの記録の状況を確認し

　なければならない。



　　　付　則

１　この規則は、平成２８年１月１日から施行する。

２　この規則の施行日の前日までに行った利用者の通知カード又は個人番号カードの保管は、

　この規則に基づき保管したものとみなす。

３　この規則の施行の日の前日までに行った個人番号に係る事務は、この規則の規定に基づい

　て行ったものとみなす。

　　　付　則

  この規則は、平成２９年５月２７日から施行する。

　　　付　則

　この規則は、平成３０年１１月２０日から施行する。


